
持続可能な物流の実現に向けた検討会について

人口減少に伴う労働力不足に加え、トラックドライバーの時間外労働時間規制（物流の「2024年問題」）、カー
ボンニュートラルへの対応、燃料高・物価高の影響を踏まえ、着荷主を含む荷主や一般消費者を含め、取り組むべ
き役割を再考し、物流を持続可能なものとするための検討会を開催。（事務局：経産省・国交省・農水省）

■論点
1. 労働時間規制による物流への影響
2. 物流の危機的状況に対する消費者や荷主企業の理解が不十分
3. 非効率な商慣習・構造是正、取引の適正化
（発荷主～物流事業者、元請事業者～下請事業者、発荷主～着荷主)

■スケジュール（想定）

• 2022年9月に第１回を開催。

• 2023年2月8日に中間とりまとめ。

• 2023年夏頃に最終とりまとめ。（予定）

4. 着荷主の協力の重要性
5. 物流標準化・効率化（省力化・省エネ化・脱炭素化）の
推進に向けた環境整備
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持続可能な物流の実現に向けた検討会 中間とりまとめ（概要）

人口減少に伴う労働力不足に加え、トラックドライバーの時間外労働時間規制（「2024年問題」）、カーボン
ニュートラルへの対応、燃料高・物価高の影響を踏まえ、着荷主を含む荷主や一般消費者を含め、取り組むべき役割
を再考し、物流を持続可能なものとするため、2022年9月から検討会を開催。(事務局：国交省 経産省 農水省)
2023年1月17日に中間とりまとめ案を議論し、２月８日に公表、その後、2023年夏頃に最終とりまとめ予定。

【労働時間規制等による物流への影響】
○ 具体的な対応を行わなかった場合には、2024年度には約14%（4億トン相当）の輸送能力が不足する可能性。
○ その後もドライバー数減少が見込まれ、2030年度には約34%（9億トン相当）の輸送能力が不足する可能性。

【基本的な考え方について】
○ これまで策定してきたガイドライン等について、インセンティブ等を打ち出して有効に機能するようにするとともに、
類似の法令等を参考に、規制的措置等、より実効性のある措置も検討すべき。

○ その検討に当たっては、物流事業者が提供価値に応じた適正対価を収受するとともに、物流事業者、荷主、経済社会
の「三方良し」を目指す。

【最終とりまとめに向けて検討する事項】
1. 荷主企業や消費者の意識改革について
・物流に係る広報の推進
・経営者層の意識改革を促す措置の検討 等
2. 物流プロセスの課題の解決に向けて
・待機時間、荷役時間等の労働時間削減に資する措置及び納品回数の減少、リードタイムの延長等物流の平準化を
図る措置（荷主規制等）の検討

・契約条件の明確化、多重下請構造の是正等の運賃の適正収受に資する措置の検討 等
3. 物流標準化・効率化の推進に向けた環境整備
・官民連携による物流標準化の推進
・省エネ化・脱炭素化の推進に向けた環境整備 等


